
様式１ 資料３－３

平成28年度滋賀県中小企業活性化施策実施計画の各事業の評価票　［前回から評価が上がったものを抜粋］

昨年度
(H27)の段
階評価

8-2-ア 6

中小企業振
興資金貸付
金
（政策推進資
金（成長産業
育成枠））

成長産業分野の事業を営んでいる
中小企業者等で事業の拡充を図
るために必要な資金の貸し付けを行
う。

○成長産業分野の事業を営ん
でいる中小企業者等で、当該
分野においてさらなる事業の拡
大を図る中小企業者等への必
要な資金の貸し付け
＜対象事業分野＞
　・環境、エネルギー事業
　・防災対策事業
　・クリエイティブ事業　など７分
野

平成25年度に創
設した本資金に
より、成長産業
分野で活躍する
企業の活動を資
金面から支援す
る。

④組織目標 A B

利用先は「環境、エネルギー事業」および「医
療・介護・健康関連事業」への融資であり、成
長産業分野で事業を営む中小企業の資金
面の需要に対応できた。
【利用件数】5件（前年度比166.7％）
【利用金額】55,500千円（対前年度比
241.3％）

利用件数が少な
いことから制度の周
知啓発に努めると
ともに、引き続き成
長産業分野の事
業を営む中小企
業者等の事業拡
大を資金面から支
援する必要があ
る。

<金融機関からの意
見>
・従来は、セーフティ
ネット資金一辺倒
だったので、個別の
資金について周知し
ていく余地はある。

46,000 10,800
中小企業
支援課

8-2-イ 12

「おいしが　うれ
しが」キャン
ペーン推進事
業

「地産地消」を推進するため、「おい
しが うれしが」キャンペーン推進店へ
の登録の呼びかけ、情報発信等を
行う。あわせて、推進店を巡るラリー
企画の実施により、消費者ニーズを
把握するとともに、生産者と推進店
の連携をより強化するための食材交
流会を開催する。

○「おいしが　うれしが」キャン
ペーンの推進
○県民が推進店を巡るラリー
企画の実施
○食材交流会の開催（２回）

県内推進店舗
数累計　1,330
店舗

④組織目標 A B

○県内推進店舗数累計　1,388店舗
○推進店をめぐるスタンプラリーの実施により、
消費者の地産地消に対する意識付けを行うこ
とができた。また、交流会を1回開催し、医療
福祉分野など新たな分野への県産食材利用
を推進することができた。
　　　　　　（※交流会1回は悪天候のため中止）

県産農畜水産物
の需要を拡大し生
産振興を図るため
には、生産者と商
工事業者との交流
が重要であり、引
き続き「おいしが う
れしが」キャンペー
ンを県内外におい
て推進する必要が
ある。

【交流会参加者の
声】
・地元食材を使って
調理していきたいと
思った
・マンネリ化したメ
ニューを解消するヒン
トが見つかった

3,620 3,512
食のブラン
ド推進課

8-2-ウ 14

台南市政府と
現地企業との
経済交流に関
する覚書に基
づく事業の推
進

台南市政府との覚書に基づく両地
域におけるビジネス環境の整備なら
びに聯奇開發股份有限公司との覚
書に基づく滋賀県企業等との共同
開発等の推進を図る。

○説明会、商談会等の協力や
企業・団体等の紹介とマッチン
グ機関の提供など

県内企業による
具体的なビジネ
ス案件の創出

⑤その他 B C

○覚書を直接活用した事例ではないが、台南
市における民間ベースの商談に協力したほか、
台北市・新竹縣で水環境ビジネスに係るセミ
ナー・商談会を開催した。
○現地での商談・契約に結び付いた企業が
あった。

現地ニーズを踏ま
えたマッチングの機
会を図る必要があ
る。

マッチング手法の効
率化等について期待
が大きい。

- -
商工政策
課

目標設定
根拠

段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合
の段階評価の説明等を記入
②施策の利用者に対して、どのような成果が
あったかを把握している範囲で記入

課題
施策利用者の具

体的な声等

Ｈ28年度
当初予算

(単位：千円)

Ｈ28年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

施
策
分
類

事
業
番
号

事業名

(1) 中小企業の自らの成長を目指す取組の円滑化（条例第８条第２項）

 　ア 将来において成長発展が期待される分野における参入および事業活動の促進

事業概要 平成28年度の具体的取組内容

平成28年度の
事業の目標

（数値目標また
は定性目標）

事業の評価

 　イ 県民の安全および安心に配慮した事業活動の促進

 　ウ 海外における円滑な事業の展開の促進
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昨年度
(H27)の段
階評価

目標設定
根拠

段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合
の段階評価の説明等を記入
②施策の利用者に対して、どのような成果が
あったかを把握している範囲で記入

課題
施策利用者の具

体的な声等

Ｈ28年度
当初予算

(単位：千円)

Ｈ28年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

施
策
分
類

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成28年度の具体的取組内容

平成28年度の
事業の目標

（数値目標また
は定性目標）

事業の評価

8-3-ア 27

ワーク・ライフ・
バランス推進
事業
＜重点③＞

ワーク・ライフ・バランスの普及啓発お
よび実践支援を行う中小企業ワー
ク・ライフ・バランス対応経営推進員
を設置し、中小企業関係団体と協
働でセミナーの開催や企業訪問指
導によるモデル事例の発信を行い、
中小企業関係団体の主体的な取
組を促進する。

○中小企業ワーク・ライフ・バラ
ンス対応経営推進員の設置
（１名）
○啓発パンフレットの作成
○中小企業関係団体主催事
業（企業経営者向けセミナーの
開催）　１回
○企業訪問指導およびモデル
事例としての発信　23社

ワーク・ライフ・バ
ランス推進企業
登録数　820社
（累計）

①基本構想 A B

○ワーク・ライフ・バランス推進企業登録数
835社（累計）
○「中小企業ワーク・ライフ・バランス対応経営
推進員」による企業訪問(23社)や、中小企業
関係団体と協働したワーク・ライフ・バランスの
取組企業に対する実践支援・発信などにより
目標達成することができた。

登録拡大のための
工夫を図る必要が
ある。

セミナー参加企業か
ら「ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に取り組
む必要性が理解で
きた」など

2,699 2,493
労働雇用
政策課

8-3-ア 35
ネクストチャレ
ンジ推進事業
＜重点③＞

中高年齢者を対象に、就労支援を
図ることで、就業率を向上し、全員
参加型の持続的な地域づくりの実
現を目指す。

○シニアジョブステーション滋賀
を設置し、就労プランナーを配
置
○雇用・就労促進啓発セミ
ナー等の開催

利用者数
2,950人

①基本構想 A B

○平成28年度実績として45歳以上の中高年
齢者の利用者数は4,832人であり、目標を達
成した。
○概ね45歳以上の中高年齢者を対象に個
別相談や求人情報の提供、職業紹介などを
ワンストップで実施した。

大津駅前にシニア
ジョブステーション
滋賀を設置し、就
労支援を実施して
いるが、利用者の
８割強が大津・湖
南地域の方であ
る。

大津、湖南地域以
外の地域から、遠方
で利用しにくいとの声
がある。

17,354 16,800
労働雇用
政策課

8-3-ア 36
働き・暮らし応
援センター事
業

障害者の就労支援を実施する「働
き・暮らし応援センター」に職場開拓
員を配置し、障害者の地域での自
立と社会参加の促進を図る。

○働き・暮らし応援センター事
業
　職場開拓員：働き・暮らし応
援センター（７センター）　各１人
の設置

ハローワーク登録
者のうち就業中
の者　6,050人

①基本構想 A B

○障害者の生活および就労等をワンストップ
で支援する働き・暮らし応援センターを県内7
圏域で運営実施。平成28年3月末における
登録者数のうち就業中の者は6,256人となっ
た。

企業に障害者雇
用の理解を深めて
いただくため、一層
の啓発が必要。

生活支援から就職、
さらに定着支援まで
を一体で行う、きめ
細かいサービスに評
価をいただいている。

9,671 8,289
労働雇用
政策課

8-3-ア 37
しごとチャレン
ジ推進事業

地域・企業・教育機関等との連携
により、小学校・中学校の児童・生
徒を対象として、しごとの紹介と体
験の場を設け、職業観・勤労観を
育むきっかけづくりを行う。

○しごとチャレンジフェスタ
　小学生から中学1年生の児
童・生徒を対象に、様々な職
業を紹介するとともに、実際のし
ごとを体験する場を提供

しごと体験者数
2,000人

④組織目標 A B

○しごと体験者数　2,373人
（体験教室1,949人、しごと発見！チャレンジタ
イム424人）
○前年度より申込件数に増加傾向が見られ
た。

目標の達成に向け
て、体験内容の充
実などを図っていく
必要がある。

実際のしごとが体験
できて内容が良く分
かり、いい経験になっ
たなど、親子両方か
らの評価は高い。

3,000 3,000
労働雇用
政策課

8-3-ウ 58

【地域経済循
環促進事業】
コミュニティビジ
ネス・ソーシャ
ルビジネス推
進事業

コミュニティビジネス・ソーシャルビジネ
スの担い手を育成するための人材
育成プログラムを実施する。

○人材育成プログラムの実施
プログラム受講者
15人

①基本構想 A C

○人材育成プログラム受講者17人のうち、13
人が最終的にビジネスプランの作成、発表まで
修了した。
○参加者のビジネスアイデアをブラッシュアップ
し、創業準備段階まで支援することができた。
その後、４人のビジネスプランの事業化に向け
てフォローアップ支援を行った。

人材育成プログラ
ムやコミュニティビジ
ネス・ソーシャルビ
ジネスへの支援を
通じ、引き続き地
域経済循環に向
けた取組を着実に
進める必要があ
る。

・ビジネスモデルキャ
ンパスによりアイデア
を整理できた。
・似た構想を持って
いる人に出会うことが
できた。
・普段は目の前の業
務に追われ、将来の
事業展開について
じっくり考えることはな
かったので参加でき
て良かった。

1,100 634
商工政策
課

(2) 中小企業の経営基盤の強化（条例第８条第３項）

 　ウ 中小企業の創業および新たな事業の創出の促進

 　ア 中小企業の事業活動を担う人材の確保および育成
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昨年度
(H27)の段
階評価

目標設定
根拠

段階評価
（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
①数値目標の達成状況、定性目標の場合
の段階評価の説明等を記入
②施策の利用者に対して、どのような成果が
あったかを把握している範囲で記入

課題
施策利用者の具

体的な声等

Ｈ28年度
当初予算

(単位：千円)

Ｈ28年度
決算見込額
(単位：千円)

担当課

施
策
分
類

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成28年度の具体的取組内容

平成28年度の
事業の目標

（数値目標また
は定性目標）

事業の評価

8-3-ウ 63
中小企業経
営革新支援
事業

「中小企業の新たな事業活動を促
進する法律」に基づく中小企業支
援制度のうち、中小企業の経営革
新を支援するため諸施策を実施す
る。

○経営革新計画承認審査会
の開催
○補助事業の実施
　・市場化ステージ支援事業補
助金による支援
○経営革新計画フォローアップ
調査の実施

経営革新計画
承認件数　30件

④組織目標 A C

○計画の承認件数は39件で、目標を達する
ことができた。新たに経営革新にチャレンジする
中小企業や支援機関もあり、制度の普及に
つなげることができた。
○経営革新計画承認後も中小企業診断士
による事業計画のフォローアップをしたり、試作
品作成や販路開拓による市場化を補助金で
支援したりすることができた。

承認件数を増やす
ことに加えて、質の
高い経営革新計
画の作成につなげ
る必要がある。

承認を受けたことによ
り「知名度や信用度
が向上した」、「融資
が受けやすくなった」
など利用者にとってメ
リットがあった。

15,233 10,394
中小企業
支援課

8-3-ウ 65

中小企業振
興資金貸付
金
（政策推進資
金（新事業促
進枠））

新商品の開発または生産、新役務
の開発または提供、商品の新たな
生産または販売方式の導入その他
新たな事業活動、および事業の多
角化や事業分野への進出ならびに
事業承継を行うことにより、その経営
の相当程度の向上を図るために必
要な資金の貸し付けを行う。

○中小企業新事業活動促進
法に基づく経営革新に関する
計画の承認を受けて、その計画
を実施する中小企業者への必
要な資金の貸し付け
○滋賀の新しい産業づくりチャ
レンジ計画の認定を受けて、そ
の計画を実施する中小企業者
等への必要な資金の貸し付け
○事業の多角化や新たな事業
分野への進出を行う中小企業
者等への必要な資金の貸し付
け
○事業基盤を県内に維持しつ
つ、海外で事業を展開しようと
する中小企業者等への必要な
資金の貸し付け
○事業承継に必要な資金の
貸し付け

平成25年度に創
設した本資金に
より、事業の多
角化や新事業
分野への進出を
支援する。

④組織目標 A B

中小企業新事業活動促進法に基づく経営革
新に関する計画の承認を受けて、その計画を
実施する者に対する融資や、事業の多角化
や新たな事業分野への進出を行う者に対する
融資などの利用実績があるなど、中小企業者
の新事業分野への進出に対する資金面の需
要に対応できた。
【利用件数】5件（前年度比125.0％）
【利用金額】48,790千円
　　　　　　　　　　　（前年度比94.0％）

利用件数が少な
いことから、制度の
周知啓発に努める
とともに、引き続き
新事業分野へ進
出する中小企業
者等を資金面から
支援する必要があ
る。

<商工会議所・商工
会等からの意見>
・事業承継の相談は
あるが、融資までは
至らない。
・セミナーなど開催す
るが、事業の承継に
対する関心は高い。

108,000 59,100
中小企業
支援課

8-3-ウ 66

中小企業振
興資金貸付
金
（開業資金）
＜重点②＞

県内で新たに事業を始めるために必
要な資金の貸し付けを行う。

○事業を営んでいない個人等
であって、新たに開業しようとす
るもの、または開業後５年以内
の者への必要な資金の貸し付
け
○女性の創業に必要な資金の
貸し付け

・新たに事業を
始めるために必
要な資金の貸付
を行い、県内で
の開業を促進す
る。
・（女性創業枠）
により、女性によ
る開業を支援す
る。

④組織目標 B C

○利用件数・利用金額ともに前年度を下回っ
た。
【利用件数】74件（前年度比82.2％）
【利用金額】428,320千円
　　　　　　　　　　　（前年度比94.4％）
○（女性創業枠）は一定の利用実績（8件(前
年と同じ)）あったものの、金額ベースでは前年
度を上回った。
　　　　　　　　　　　（前年度比110.4％）

将来にわたり地域経済
を活性化するために
は、開業率の引き上げ
が重要課題であるた
め、制度の拡充が必要
である。

<商工団体からの意見>
・自己資本要件が支障と
なり、利用が出来ない場
合がある。

402,000 94,500
中小企業
支援課

8-3-エ 70

「ココクール　マ
ザーレイク・セ
レクション」首
都圏発信事
業

首都圏展示会等に出展し、「ココ
クール」の情報発信を行い、滋賀の
ブランド力の向上を図る。

○首都圏における大規模展示
会への出展
○県外会議等への「ココクール」
商品の提供

展示会での来場
者カード回収数
200件

①基本構想 B C
○展示会での来場者カード回収数177件
○首都圏展示会において、ココクール商品との
取引に前向きな回答多数

より多くの意見を集
める工夫が必要で
ある。

来場したバイヤー等
から「滋賀に良いもの
がたくさんあることを
知った」「滋賀県に
行ってみようと思う」
等の声があった。

2,414 2,187
商工政策
課

 　エ 中小企業者が供給する物品、役務等に対する需要の増進



様式１ 資料３－３

昨年度
(H27)の段
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（ＡＢＣＤ）

　　　　　　　　　　　　取組の成果
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の段階評価の説明等を記入
②施策の利用者に対して、どのような成果が
あったかを把握している範囲で記入

課題
施策利用者の具

体的な声等

Ｈ28年度
当初予算

(単位：千円)

Ｈ28年度
決算見込額
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施
策
分
類

事
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番
号

事業名 事業概要 平成28年度の具体的取組内容

平成28年度の
事業の目標

（数値目標また
は定性目標）

事業の評価

8-4-ア 77
近江技術てん
びん棒事業

県内企業のビジネスチャンスの拡大
を図り、事業化を促進するため、県
内企業の持つ優れた技術を、県内
外大手企業に対して直接かつ具体
的に提案（売り込み）する展示商談
会等を開催する。

○経済団体と連携した、大手
メーカーに対する展示商談会を
開催

情報交換件数
（試作、見積依
頼、名刺交換
等）　300件

⑤その他 A B

○ユニキャリア株式会社ではマッチング面談方
式、株式会社日立製作所とは展示会方式で
おこなった。試作、名刺交換等の件数は454
件で目標値を上回った。
○現時点では、まだ商談が成立した案件はな
いが、過去に本事業に参加した事業者では、
1年後、2年後もしくは数年後に商談が成立し
ている。

事業開催に協力
的な企業が減少
傾向にあり、小規
模開催が好まれる
傾向にある。技術
者の参加が少な
い。

・普段、かかわりの持
てない企業とのつな
がりができた。
・一度に多くの人の
意見を聞くことができ
た。

842 457
モノづくり
振興課

8-4-ア 78
プロジェクトチャ
レンジ支援事
業

中小企業者等が新製品や新技術
開発を活発化し新事業につなげら
れるよう、新プロジェクトを立案しチャ
レンジできる環境を整備する。

○企業のコア技術を活かした新
事業へのチャレンジについて段
階に応じた支援およびフォロー
アップの実施
　・プロジェクトチャレンジ支援事
業費補助金
　・チャレンジ計画のフォローアッ
プの支援

チャレンジ計画認
定件数　８件

①基本構想 A B

○28年度中のチャレンジ計画の認定件数は
10件で目標の8件を上回り、前年度と合わせ
て16件で4年間の目標数のちょうど半分に達し
た。また、このうち9件に対して研究補助を行っ
た。
○このうち少なくとも2件は補助金を利用した
特許出願を行っており、製品化に向けて着々
と準備を進めている。

あくまで研究推進
のための補助金で
あるが、中央会が
行っているものづく
り補助金と内容的
に混同する企業が
多く、趣旨の違い
を周知の段階で
もっと強調する必
要がある

研究補助により研究
が進み、想定外の用
途にも使用できそう
な結果が得られた

52,112 48,460
モノづくり
振興課

8-4-イ 90
商店街の元
気・魅力発信
事業

商店街の魅力をさらに引き出す継
続性のある情報発信を行うことによ
り、商店街の集客増、一層の消費
喚起を図り、人口減少社会におけ
る生活基盤、人々の活動、ふれあ
いの場として欠くことのできない商店
街の多面的な機能の維持およびに
ぎわいの創出に繋げていく。

○番組による商店街情報の発
信
　・月1回　8か月間
　・2～3商店街／番組 を紹介
○ホームページ等による情報発
信
　　商店街の特長のＰＲ、魅力
　　ある個店情報等を発信

・情報発信にお
けるﾌﾞﾛｸﾞ等への
ｱｸｾｽ数
8,000ｱｸｾｽ/年
・「今回の事業が
商店街にとって
経済効果があっ
た」と感じている
割合：80％以上

⑤その他 A B
○情報発信におけるﾌﾞﾛｸﾞ等へのｱｸｾｽ数
　　　　　　　　　　　　　　9,028ｱｸｾｽ/年
○「今回の事業が商店街にとって経済効果が
あった」と感じている割合　　　　 82％

本事業において発
信した商店街は一
時的な経済効果
を確認しているもの
の継続性に課題が
ある。

「発信により、商店
街が考える商圏以
上の来客があった。」
「商店街を身近に感
じていただけた。」な
どといった声があっ
た。

7,700 7,679
中小企業
支援課

8-4-ウ 93
県域無料Wi-
Fi整備促進事
業

観光・商業の振興、災害対策等に
有効となる無料Wi-Fi環境の県内に
おける整備の促進および利便性の
向上を図る。

○無料Wi-Fi整備促進協議会
の運営
○無料Wi-Fi啓発推進委託事
業
○県立施設無料Wi-Fi整備事
業
○滋賀県無料Wi-Fi設置事業
費補助

・昨年度策定の取
組計画に基づき整
備促進
・利用促進のための
周知・広報
・県立施設Wi-Fi整
備（７箇所）
・利便性向上検討

①基本構想 A B

○指定事業者と連携し、無料Wi-Fi設置事
業費補助も活用しつつ整備を促進した。
○Webサイトへのアクセスログの取得、アクセス
解析を実施。解析結果について、滋賀県無
料Wi-Fi整備促進協議会広報部会にて検討
した。
○県立施設Wi-Fi整備　７箇所
○滋賀県無料Wi-Fi整備促進協議会にて、
利活用部会を設置した。部会で議論した結
果、利活用シーン9つを設定した。

Wi-Fiを設置したこ
とによって、どのよう
なメリットがあるかに
ついて、エリアオー
ナーにもっと幅広く
周知していく必要
がある。

「すばらしい!!もっと増
やしていただきた
い」、「観光集客狙う
なら、これの普及整
備が必須」といった声
を直接にお伺いして
いる。
さらに利便性向上を
求める声、セキュリ
ティの重要性を指摘
する声もあった。

9,164 4,634
情報政策
課

(3) 産業分野の特性に応じた中小企業の事業活動の活発化（条例第８条第４項）

 　ア ものづくり産業を担う中小企業の事業機会の増大

 　イ 小売商業およびサービス業の振興を通じた中小企業の事業機会の増大

 　ウ 観光客の来訪および滞在の促進による中小企業の事業機会の増大
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担当課

施
策
分
類

事
業
番
号

事業名 事業概要 平成28年度の具体的取組内容

平成28年度の
事業の目標

（数値目標また
は定性目標）

事業の評価

8-4-エ 99
森の資源研究
開発事業費
補助金

森林資源を利用した製品の開発、
研究に対して支援する。

○木材乾燥、木材加工および
木質バイオマスに関する技術開
発・調査研究等への補助

製品・研究開発
２件

⑤その他 A B
地域産木材を活用したロングスパン架構の継
手等の研究など県産材活用のための製品開
発・調査を行った。
　　・製品・研究開発　４件

・製品開発を県産
材活用につなげて
いく取組
・情報ＰＲ、マーケ
ティングなど

・中小企業でも取り
組める助成制度が
あるのはありがたい。
・大型の実験ができ
る県施設があれば良
い。

5,000 4,966
森林政策
課

 　エ その他の産業分野の特性に応じた中小企業の事業機会の増大


